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１．今年度実施する新たな取組みの検討

【今年度の広報⽅針】

� 昨年度は本連絡協議会を設⽴した取り掛かりとして、社会⼀般も含めた幅広い層への認知浸透を目
指し、広報を実施した。

� 今年度も既存の広報は継続しながら、荷主・運送事業者に焦点を当て、重点的に広報を⾏う。

◎今年度の新たな取組み

広報媒体等 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 H29年
4月以降

◎イベント 上旬頃

◎業界紙広告 上旬頃

バナー広告
（道路交通情報Now!!)

◎合同取締り
（マスコミ公開） 上旬頃

ツイッター

連絡協議会ホームページ

ポスター・チラシ

特⾞通⾏ハンドブック

その他

１ヶ月間

継続実施中

継続実施中

継続実施中

2016年版提供中

荷主団体等への特⾞講習会実施の検討

2016年版改訂の検討

広報集中期間

冬期注意喚起広報（スタック等）の検討
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２．イベントの実施

【出典】平成27年12月4⽇記者発表資料（抜粋）
（関東地⽅整備局・東⽇本⾼速道路㈱関東⽀社・⾸都⾼速道路㈱共同発表）

（参考）イベント開催イメージ

【概要】
� ⼤型⾞両（特殊⾞両）を⾛⾏させるドライバーや⼀般の⽅を対象として、千葉県・東京都・神奈川

県内のいずれかの道の駅（選定中）において、連絡協議会の活動をPRするイベント（パネル展
等）を開催する。

【出典】関東「道の駅」連絡会ホームページ

イベント内容（案）
①パネル展示 ②チラシ配布 ③アンケート実施 ④粗品配布 ⑤その他
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３．業界紙への広告掲載

【昨年度掲載】⼀般紙/地⽅紙

【今年度掲載イメージ案】業界紙

【概要】
� 荷主や運送事業者へのアプローチとして、関係業界企業が購読する物流業界紙へ広告を掲載する。
� 時期は１０月上旬頃を予定。
� 広告内容は、①荷主・運送事業者の⽅へ向けたメッセージ、②２倍レッドカード（即時告発）、③イ
ベントの告知での構成を検討している。
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４．合同取締りの実施

【概要】
� 平成26年5月に発表された「道路の⽼朽化対策に向けた⼤型⾞両の通⾏の適正化⽅針」に則り、過
年度から道路管理者は違反⾞両の取締りを強化している。

� 昨年過去最⼤規模で実施した⾸都圏⼤規模同時合同取締りについて、今年度は本連絡協議会によ
る取組みとして実施を検討している。

� また、メディア報道による情報発信⼒に着眼し、マスコミ公開による取締りを実施することで、違反の抑⽌
効果が期待できる。

【平成27年度⾸都圏⼤規模同時合同取締概要】
■取締り実施組織：国⼟交通省関東地⽅整備局、⾸都⾼速道路㈱、東⽇本⾼速道路㈱関東⽀社、中⽇本⾼速道路㈱東京⽀社・⼋王⼦⽀社

警視庁、神奈川県警察本部、千葉県警察本部、埼⽟県警察本部

■取締り結果：違反台数３５台（措置命令⇒２２台 指導警告⇒１３台）昨年度の⾸都圏⼤規模同時合同取締概要】

【出典】平成27年11月11⽇記者発表資料（抜粋）
（関東地⽅整備局・⾸都⾼速道路㈱・東⽇本⾼速道路㈱関東⽀社・⾸都⾼速道路㈱東京⽀社・⼋王⼦⽀社共同発表）
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５．今年度実施する広報の効果検証について

広 報 集 中 期 間

事前アンケート 事後アンケート

認知度や意識の変化を測定＝効果検証

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

①効果検証について
� 10月〜11月にかけて集中的に実施する広報活動を境に、アンケート調査を２回実施し、⼤型⾞両
（特殊⾞両）等について認知度や意識変化の有無を定量的に把握する。

� アンケート実施にあたっては、本連絡協議会委員である１都２県のトラック協会および全国クレーン建
設業協会に協⼒を依頼している。また、経団連に協⼒を要請し、会員（荷主）を対象にしたアン
ケートを実施する。

②アンケートについて
運送事業者 荷主

対象企業 トラック協会会員
全国クレーン建設業協会会員 経団連会員

対象者 経営者/運⾏管理者 管理職/実務担当者

目標サンプル数 トラック：２００社/クレーン：１００社 １００社

依頼/回収⽅法 郵送

アンケート時期 １回目：８月後半頃 / ２回目：11月後半頃
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５．今年度実施する広報の効果検証について

③事前アンケート内容
【運送事業者対象アンケート】

※トラック協会会員向けアンケート内容 ※全国クレーン建設業協会会員向けアンケート内容
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５．今年度実施する広報の効果検証について

③事前アンケート内容
【荷主対象アンケート】


